〔 要 求 〕

	７．公務職場での男女平等参画の実現について

（１）「女性職員の採用・登用の拡大のための計画」を策定し、実行、改善をはかること。

（２）女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を男女平等とワーク・ライフ・バランスの視点で、しっかりと検証し、より実効性のある計画となるよう改善するとともに、計画の進行管理を行うこと。


〔 解 説 〕

（１）政府は、地方公共団体の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大が重要であるとして、第３次男女共同参画基本計画（2010年閣議決定）において、地方公務員試験における女性の採用の促進、各地方公共団体における採用及び管理職への登用についての具体的な中間目標の設定、ロールモデルの発掘、メンター制度の導入促進、仕事と生活の調和の推進等を盛り込みました。そして、これらの施策を総合的に実施することによって、政府全体で達成をめざす成果目標として、都道府県の地方公務員試験（上級試験）からの採用者に占める女性の割合を2015年度末までに30％程度、都道府県の本庁課長相当職以上に占める女性の割合を2015年度末までに10％程度、地方公務員の男性の育児休業取得率を2020年までに13％と目標設定しました。
また、総務省は各地方公共団体へ、地方公務員法の定める平等取り扱いと成績主義の原則に基づき、女性地方公務員の採用、登用、職域拡大等に積極的に取り組むよう要請しています。
「女性職員の採用・登用の拡大のための計画」が策定されていない自治体では、労働組合としてその内容の協議をはじめ策定にむけ関わり、人員確保の取り組みとあわせて、計画の実行・改善にむけた協議を進める必要があります。
（２）2015年８月28日に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が成立しました。主な内容としては、①国が女性の活躍に関する基本方針を策定する、②国および地方公共団体、301人以上の企業（300人以下は努力義務）に対し、女性活躍に関する状況把握、課題分析、事業主行動計画の策定を義務付ける、③女性の活躍に関する情報を公表する、④10年間の時限立法（2026年３月31日をもって失効）とする、などです。
　　　これにより地方公共団体においては特定事業主（国・地方公共団体）行動計画の策定が義務付けされ、2016年４月１日までに計画策定、届出および公表が行われています。

　　　安倍政権が現在進める経済政策と少子化対策の一環としての女性活躍ではなく、法改正の趣旨である男女平等とワーク・ライフ・バランスの視点から、より実効性のある計画とするため、労働組合として継続した関与が必要となります。
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